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参考資料　１－１　

空港数の推移空港数の推移



参考資料　１－２

ジェット化空港数の推移ジェット化空港数の推移



参考資料　１－３

25002500mm級以上の滑走路を有する空港数の推移級以上の滑走路を有する空港数の推移



参考資料　１－４

ジェット化路線数の推移ジェット化路線数の推移
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空港配置図空港配置図
全国で全国で9494の空港（公共用）が供用の空港（公共用）が供用

我が国の航空ネットワークを支えている我が国の航空ネットワークを支えている

参考資料　１－５

●第一種空港 4
●第二種(A)空港 20
●第二種(B)空港 5
▲第三種空港 51
★その他飛行場 14

(供用中の空港数）



昭和昭和5050年の航空ネットワーク階層年の航空ネットワーク階層

東京、大阪を中心とする二眼レフネットワーク。プロペラ路線と小型ジェット路線が中心

参考資料　１－６
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3000m 級滑走路
2500m 級滑走路
2000m 級滑走路
1500m 級滑走路
800m 級滑走路

          大型ＪＥＴ
          中型ＪＥＴ
          小型ＪＥＴ
         プロペラ

  不明



平成１１年の航空ネットワーク階層平成１１年の航空ネットワーク階層
国内路線網が多極化。大型ジェット化が進展。大都市圏、主要地域拠点空港間のネットワークを中心に全国展開が進展

国内路線の設定状況について　国内路線の設定状況について　（　）内は昭和（　）内は昭和5050年年

大都市圏（羽田、成田、伊丹、関西）：107路線　（61）路線

主要地域拠点空港（千歳、名古屋、福岡、那覇）：113路線　（44）路線

その他：81路線　（35）路線

52257

参考資料　１－７

          大型ＪＥＴ
          中型ＪＥＴ

          小型ＪＥＴ
         プロペラ

  不明



一般空港の国際化状況一般空港の国際化状況
（平成14年5月現在）

参考資料　１－８

(注)

3.就航先都市名中、*1は本邦企業のみによる運航、*2は本邦企業及び外国企業による運航、それ以外は外国企業のみによる運航である。
2.空港別便数は、重複している経由便を除いた便数である。
1.便数は週当りの往復べースである。

国名 都市名 
福岡

(2800m)
インドネシア
アメリカ

韓国

中国

（台湾）
（香港）
シンガポール
タイ
マレーシア
フィリピン

デンパサール
グァム
ホノルル*1
ソウル*2
釜山
済州
北京/大連
北京/上海
西安/青島
桂林/武漢
広州
北京
成都/上海
台北
香港*2
シンガポール
バンコク
クアラルンプール
マニラ

3
7
7
21
9
5
4
7
3
2
1
3
7
19
14
5
5
2
4

121

那覇
(3000m)

(台湾)
(香港)
韓国
中国

台北
香港*1
ソウル
上海

4
2
4
2

22

仙台
(3000m)

韓国
アメリカ
(香港)
中国

ソウル
グアム
ホノルル
香港
北京/大連
北京/上海

7
7
4
4
2
2

26

新潟
(2500m)

韓国
アメリカ
ロシア

中国

ソウル
グアム
八バロフスク
ウラジオストック
西安/上海
ハルピン

5
2
2
2
2
4

17

空港名
(滑走路長)

国際線就航先 便数
(定期便) 国名 都市名 

広島
(3000m)

韓国
（香港）
シンガポール
中国

アメリカ

ソウル*2
香港
シンガポール
西安/上海
北京/大連
ホノルル*1

9
2
2
4
2
2

21

函館
(3000m)

ロシア ユジノサハリンスク 2 2

青森
(2500m)

韓国 ソウル 3 3

秋田
(2500m)

韓国 ソウル 3 3

福島
(2500m)

韓国
中国

ソウル
上海

4
2

6

小松
(2700m)

韓国
ルクセンブルク

ソウル*1
ルクセンブルク

3
4

7

富山
(2000m)

韓国
ロシア
中国

ソウル
ウラジオストック
大連

4
2
3

9

美保
 (2000m)

韓国 ソウル 3 3

岡山
(3000m)

韓圏
中国
アメリカ

ソウル
上海
グアム

5
2
2

9

高松
(2500m)

韓国 ソウル　. 4 4

松山
(2500m)

韓国 ソウル 3 3

長崎
(3000m)

中国
韓国

上海
ソウル

2
2

4

大分
(3000m)

中国
韓国

上海
ソウル

2
2

4

宮崎
(2500m)

韓国 ソウル 3 3

鹿児島
(3000m)

韓国
(香港)

ソウル
香港*1

3
2

5

21空港 17国2地域 43都市

空港名
(滑走路長)

国際線就航先

460.5

便数
(定期便)国名 都市名 

新千歳
(3000m)

韓国
アメリカ
 
(香港)
中国

ロシア

ソウル
ホノルル*１
グアム
香港
藩陽
上海
ユジノサハリンスク

5
6
2
2
2
2
1

20

名古屋
(2740m)

アメリカ

韓国

（香港）
中国

（台湾）
オーストラリア

ニュージーランド

シンガポール
タイ
マレーシア
インドネシア
フィリピン
ドイツ
ブラジル

ホノルル*1
グァム*2
サイパン
ロサンゼルス
デトロイト
ソウル*2
釜山*2
済州
香港*2
上海
上海/廈門
北京*1
西安/上海
天津*2
重慶
大連
台北*2
シドニー/ケアンズ
ケアンズ
オークランド/
クライストチャーチ
オークランド
シンガポール*2
バンコク*2
クアラルンプール
デンパサール
マニラ*2
フランクフルト
サンパウロ/
リオデジャネイロ*2

7
14
7
3
7
25
7
3

14.5
2
2
2
9
5
2
2
21
2
2
1

2
6.5
8.5
3
4
10
3
4

168.5

空港名
(滑走路長)

国際線就航先 便数
(定期便)



一般空港における国際旅客数の推移一般空港における国際旅客数の推移

参考資料　１－９



近年、航空会社間の競争等の進展によりイールド（旅客収入近年、航空会社間の競争等の進展によりイールド（旅客収入//旅客キロ）は低下旅客キロ）は低下

121.3%

159.3%

172.9%

76.0%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

180%
旅客収入

旅客キロ

座席キロ

イールド

旅客収入 100.0% 108.5% 116.3% 116.8% 113.0% 115.9% 119.1% 122.8% 122.9% 120.4% 120.0% 124.2% 121.3%

旅客キロ 100.0% 109.2% 116.3% 118.1% 118.0% 126.2% 134.5% 142.7% 150.5% 154.0% 158.4% 157.1% 159.3%

座席キロ 100.0% 105.1% 114.8% 125.1% 134.7% 145.0% 155.8% 160.9% 166.7% 174.1% 173.0% 173.4% 172.9%

イールド 100.0% 99.3% 100.0% 98.8% 95.8% 91.8% 88.5% 86.1% 81.7% 78.2% 75.8% 79.0% 76.0%

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度

出典：各社決算資料及び航空輸送統計年報より作成

座席キロ

旅客キロ

旅客収入

イールド

国内線の旅客収入国内線の旅客収入、、旅客キロ・座席キロ旅客キロ・座席キロ、、イールドの推移イールドの推移
（大手３社）対平成元年度比（大手３社）対平成元年度比

参考資料　１－１０
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ＧＤＰ（名目）

各モードの旅客輸送人員の推移各モードの旅客輸送人員の推移（平成（平成88年＝年＝100100））

モードごとの輸送人員の伸び率を見ると、航空の伸び率が顕著モードごとの輸送人員の伸び率を見ると、航空の伸び率が顕著

参考資料　１－１１



大都市圏拠点空港大都市圏拠点空港 国際拠点空港国際拠点空港　
ゲートウェイ空港または国際交流拠点としての空港

成田、関西

国内拠点空港国内拠点空港
全国的な国内ネットワークの中心となる空港

羽田、関西、伊丹

一般空港一般空港

ゼネアビ空港、ヘリポートゼネアビ空港、ヘリポート

その他その他

地域拠点空港地域拠点空港
地域ブロックの中心空港

*新千歳、仙台、新潟、名古屋、広島、*福岡、*那覇

　　　　　　地方空港地方空港（離島を除く）
その他2種A、共用飛行場、2種B、3種空港

離島空港離島空港

コミューター空港コミューター空港
地域拠点空港のうち*印の空港は
主要地域拠点空港と呼ぶ場合があ
る

参考資料　１－１２　空港の類型（現在の航空ネットワークを形成する公共用飛行場を対象としたに概ねの類型分け）



空港までのアクセス時間６０分以内で人空港までのアクセス時間６０分以内で人
口の約７５％、１２０分で約９７％をカバー口の約７５％、１２０分で約９７％をカバー

（アクセス（アクセス9090分以内でみると、平成６年における、約７０％が分以内でみると、平成６年における、約７０％が
平成１０年では約９０％と大きく進展）平成１０年では約９０％と大きく進展）

※NAVINET：航空・鉄道　平成10年

参考資料　２　

１時間圏域 ２時間圏域 ３時間圏域

75.5% 97.4% 99.8%平成10年

空港までのアクセス時間圏人口カバー率空港までのアクセス時間圏人口カバー率



参考資料　３

出典　何れも全国地域航空システム推進協議会資料より
（旅客輸送の推移はYS・ヘリコミュータが含まれていない、ネットワークにはYS路線が含まれていない）

地域航空旅客輸送の推移と路線網地域航空旅客輸送の推移と路線網
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参考資料　４－１　

定期便就航空港（離島を除く）のアクセス現況定期便就航空港（離島を除く）のアクセス現況

※　距離・時間の起点は市役所､中心駅等とした　
最寄り駅からの時間は航空会社時刻表などより作成

距離 時間 距離 時間 距離 時間
（km） （分） （km） （分） （km） （分）

　第一種空港

東　京 東京駅 17 40 羽田空港駅 0 0 空港中央IC 0 0

新東京 東京駅 66 60 成田空港駅 0 0 新空港IC 0 0

大　阪 新大阪駅 12 25 大阪空港駅 0 0 大阪空港IC 0 0

関　西 新大阪駅 60 45 関西空港駅 0 0 関西空港IC 0 0
　第二種A空港

新千歳 札幌駅 50 40 新千歳空港駅 0 0 千歳IC 8 10

稚　内 稚内駅 12 35 稚内駅 12 15 - - -

釧　路 釧路駅 24 45 - - - - - -

函　館 函館駅 9 20 函館駅 9 20 - - -

仙　台 仙台駅 20 40 館腰駅 6 12 仙台空港ＩＣ 5 8

新　潟 新潟駅 9 30 新潟駅 9 20 新潟空港IC 7 15

名古屋 名古屋駅 19 30 - - - 楠IC 3 5

広　島 広島駅 40 50 白市駅 8 14 河内IC 3 5

高　松 高松駅 20 35 - - - - - -

松　山 松山駅 6 20 松山駅 6 20 - - -

高　知 高知駅 12 40 後免駅 7 20 - - -

福　岡 博多駅 3 5 福岡空港駅 0 0 空港通IC 2 4

北九州 小倉駅 12 30 下曽根駅 1 2 小倉東IC 3 7

長　崎 長崎駅 45 55 - - - 大村IC 5 9

熊　本 熊本駅 18 60 - - - 益城熊本空港IC 8 10

大　分 大分駅 52 55 - - - 安岐IC 8 10

宮　崎 宮崎駅 7 10 宮崎空港駅 0 0 宮崎IC 3 5

鹿児島 西鹿児島駅 35 60 - - - 溝辺鹿児島空港IC 1 2

那　覇 那覇市 10 20 - - - 那覇IC 11 20

IC名

母都市からのアクセス 最寄り駅からのアクセス（２０分以内）最寄りICからのアクセス（２０分以内）

起点 駅名
空港名 距離 時間 距離 時間 距離 時間

（km） （分） （km） （分） （km） （分）

　第二種B空港

旭　川 旭川駅 16 40 - - - - - -

帯　広 帯広駅 25 40 - - - - - -

秋　田 秋田駅 29 50 - - - 秋田南ＩＣ 10.0 20

山　形 山形駅 23 40 さくらんぼ東根駅 3 5 - - -

山口宇部 小郡駅 23 40 草江駅 1 2 宇部IC 9 13
　第三種空港（離島を除く）

紋　別 紋別市 8 15 - - - - - -

女満別 網走市 22 30 女満別駅 5 5 - - -

中標津 中標津町 4 10 - - - - - -

青　森 青森駅 20 35 - - - - - -

花　巻 花巻駅 5 17 花巻空港駅 3 7 花巻ＩＣ 3.5 8

大館能代 大館駅 25 60 鷹巣駅 6 10 - - -

庄　内 酒田駅 23 35 - - - 庄内空港ＩＣ 1.2 2

福　島 郡山駅 31 40 - - - - - -

富　山 富山駅 8 20 富山駅 8 20 富山IC 3 5

松　本 松本駅 9 30 - - - 塩尻北IC 3 5

南紀白浜 白浜駅 5 10 白浜駅 5 10 - - -

鳥　取 鳥取駅 9 20 鳥取駅 9 20 - - -

出　雲 松江駅 14 25 - - - 穴道IC 6 10

石　見 益田駅 7 15 益田駅 7 15 - - -

岡　山 岡山駅 17 30 - - - 岡山IC 14 20

佐　賀 佐賀駅 14 35 - - - - - -

　共用飛行場

丘　珠 札幌駅 12 30 栄町駅 2 5 伏古IC 4 5

三　沢 三沢駅 9 15 三沢駅 9 15 - - -

小　松 小松駅 5 12 小松駅 5 12 小松IC 2 5

美　保 米子駅 13 30 - - - - - -

徳　島 徳島駅 10 30 - - - 鳴門IC 7 20

空港名
最寄りICからのアクセス（２０分以内）

起点 駅名 IC名

母都市からのアクセス 最寄り駅からのアクセス（２０分以内）



参考資料　４－２　

軌道系アクセス（軌道系アクセス（S60S60、、H11H11））の交通機関分担率比較の交通機関分担率比較
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貸し切りバス

バス

モノレール
鉄道

※国内線旅客が対象

空  港 鉄 道(ﾓﾉﾚｰﾙ) 鉄道アクセスの概況 

東京モノレール羽田線 昭和39年９月開業、平成５年９月(羽田空港駅まで)延伸 羽田 

京浜急行線 平成10年11月（羽田空港駅開業） 

伊丹 大阪モノレール 平成９年４月(大阪空港)延伸開業） 

新千歳 ＪＲ北海道 平成４年７月（新千歳空港駅誕生） 

福岡 福岡市交通局地下鉄 昭和56年７月開業、平成５年３月（福岡空港)延伸 

宮崎 ＪＲ日南線 平成８年７月開業 

（那覇） モノレール 建設中（平成１５年度開業予定） 

（仙台） 鉄道アクセス 建設中（平成１８年度開業予定） 
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ICAO勧告　95.0%

本土空港平均　97.7%

全空港平均　95.9%

離島空港平均　92.4%

年間就航率　%

離島空港

本土空港

各空港年間就航率

各空港の年間就航率状況（（H10～H12平均）

※ICAO勧告：飛行場での滑走路の本数、及び方位設定は、当該飛行場の使用可能率が、
飛行場の使用が考えられる飛行機について、少なくとも95%以上であるべき。

参考資料　４－３

各空港の年間平均就航率各空港の年間平均就航率
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1979年 1989年 1999年

91,600

60,100

41,400

2020年前に比較し、高齢者等の利用が増加、より幅広い人々が航空機を利用年前に比較し、高齢者等の利用が増加、より幅広い人々が航空機を利用

年代別利用者数の推移：国内線 年代別利用者シェアの推移：国内線

※1979年の50～59歳の区分には60歳以上を含む
航空旅客動態調査等より作成

参考資料　４－４

航空機利用者の年代構成航空機利用者の年代構成



参考資料　４－５

空港におけるバリアフリー整備のイメージ空港におけるバリアフリー整備のイメージ

歩道段差の解消

横断歩道ルーフの設置
歩道ルーフの設置

身障者用駐車枡の整備

ターミナルビルにおけるバリアフリー化支援
・エレベーター、エスカレーターの設置・改良
・トイレ等の設備のバリアフリー化
・通路の段差解消等の移動円滑化

その他、計画ガイドライン（「みんなが使いやすい空港旅客施設計画資料」）の策定



●具体的状況
・　１日平均利用者数５，０００人以上の空港ターミナルについては、身体障害者用の　
　　エレベーター・エスカレーター・スロープの設置率は１００％であるもの　の、比較的
　　早期に整備されたため、平成１２年に制定された移動円滑化基準　に適合しないも
　　のが多い。

・　通路、スロープの基準にはほぼ適合しているが、エレベーターの基準のうち、　ドア
　　部分へのガラス窓の設置やかご内・ロビーにおける音声案内等の基準への適合が
　　遅れている。

●具体的状況
・　１日平均利用者数５，０００人以上の空港ターミナルについては、身体障害者用の　
　　エレベーター・エスカレーター・スロープの設置率は１００％であるもの　の、比較的
　　早期に整備されたため、平成１２年に制定された移動円滑化基準　に適合しないも
　　のが多い。

・　通路、スロープの基準にはほぼ適合しているが、エレベーターの基準のうち、　ドア
　　部分へのガラス窓の設置やかご内・ロビーにおける音声案内等の基準への適合が
　　遅れている。

●国土交通省における政策評価－業績指標・目標－（平成１３年９月公表）
　　　１日平均利用者数５，０００人以上の空港ターミナル（２２ターミナル）のうち移動円
　　　滑化基準第４条に適合するターミナルの割合

　　　　　　　５％（平成１２年度）→７０％（平成１７年度）

　　※　移動円滑化基準第４条とは、施設の新設・大規模改良の際の通路、スロープ、エレベーター、エスカレー
　　　　ター等についての基準。第４条の基準を全て満たさなければ適合ターミナルにカウントされない。

●国土交通省における政策評価－業績指標・目標－（平成１３年９月公表）
　　　１日平均利用者数５，０００人以上の空港ターミナル（２２ターミナル）のうち移動円
　　　滑化基準第４条に適合するターミナルの割合

　　　　　　　５％（平成１２年度）→７０％（平成１７年度）

　　※　移動円滑化基準第４条とは、施設の新設・大規模改良の際の通路、スロープ、エレベーター、エスカレー
　　　　ター等についての基準。第４条の基準を全て満たさなければ適合ターミナルにカウントされない。

空港ターミナルのバリアフリー空港ターミナルのバリアフリー

参考資料　４－６



参考資料　４－７

安全・防災・危機管理機能の向上（ハード・ソフト両面での対応）安全・防災・危機管理機能の向上（ハード・ソフト両面での対応）



参考資料　４－８

航空保安対策等の取り組み航空保安対策等の取り組み

■航空保安検査の支援に関する経緯
・昭和４８年度　ハイジャック関係補助制度開始…①

（金属探知器、機内持込品検査装置の整備費の1/2
補助及び検査業務費の1/2負担の開始）

・平成　２年度　国際線受託手荷物検査を開始…②

（受託手荷物検査装置の整備費の1/2補助及び検査
業務費の1/2負担の開始）

・平成１１年度　全日空ハイジャック事件を踏まえ、ハイジャック検
査機器を最新式に更新…③

・平成１２年度　国内線受託手荷物検査の開始…④

（受託手荷物検査装置の整備費の1/2補助の開始）

・平成１３年度　米国同時多発テロ事件を受け、受託手荷物検査機
　器の追加配備及び爆発物探知機の配備…⑤

・平成１４年度　国内線受託手荷物検査業務費の1/2負担開始⑥

■■航空保安検査の支援に関する経緯航空保安検査の支援に関する経緯
・昭和４８年度　ハイジャック関係補助制度開始…①

（金属探知器、機内持込品検査装置の整備費の1/2
補助及び検査業務費の1/2負担の開始）

・平成　２年度　国際線受託手荷物検査を開始…②

（受託手荷物検査装置の整備費の1/2補助及び検査
業務費の1/2負担の開始）

・平成１１年度　全日空ハイジャック事件を踏まえ、ハイジャック検
査機器を最新式に更新…③

・平成１２年度　国内線受託手荷物検査の開始…④

（受託手荷物検査装置の整備費の1/2補助の開始）

・平成１３年度　米国同時多発テロ事件を受け、受託手荷物検査機
　器の追加配備及び爆発物探知機の配備…⑤

・平成１４年度　国内線受託手荷物検査業務費の1/2負担開始⑥

■米国同時多発テロ事件以後の空港における航空保
　安対策の概要

○航空会社等による空港警戒態勢を最も厳しいフェーズＥ＝非常態勢に
強化するとともに、空港管理者による空港警備を徹底。

○国内主要空港における受託手荷物の全数検査に必要な台数全ての検
査機器や新型の爆発物探知機を緊急追加配備

○受託手荷物の全数検査化による航空会社の負担増加に対する軽減措
置の実施

○我が国重要施設である国際拠点空港（成田及び関空）及び羽田空港
の保安・警備体制強化のための保安検査場の整備等を行う。

　　①成田　 保安検査機器及び保安検査場の整備等

７億円（事業 費３５億円）

　　②関空　 保安検査機器及び保安検査場の整備等　

２億円（事業費　９億円）

③羽田　空港警備システムの強化　 １億円

○国内線の受託手荷物検査業務費の助成措置を開始し、対前年度２４％
増の総額３９億円を計上（平成１４年度予算）

○保安検査要員の資質の維持・向上を図るため、特別研修を実施

○小型のナイフなど人を殺傷するに足るべき物件の航空機内への 持ち
込み禁止を法令上措置（従来は、通達により措置）

■■米国同時多発テロ事件以後の空港における航空保米国同時多発テロ事件以後の空港における航空保
　　安対策の概要安対策の概要

○航空会社等による空港警戒態勢を最も厳しいフェーズＥ＝非常態勢に
強化するとともに、空港管理者による空港警備を徹底。

○国内主要空港における受託手荷物の全数検査に必要な台数全ての検
査機器や新型の爆発物探知機を緊急追加配備

○受託手荷物の全数検査化による航空会社の負担増加に対する軽減措
置の実施

○我が国重要施設である国際拠点空港（成田及び関空）及び羽田空港
の保安・警備体制強化のための保安検査場の整備等を行う。

　　①成田　 保安検査機器及び保安検査場の整備等

７億円（事業 費３５億円）

　　②関空　 保安検査機器及び保安検査場の整備等　

２億円（事業費　９億円）

③羽田　空港警備システムの強化　 １億円

○国内線の受託手荷物検査業務費の助成措置を開始し、対前年度２４％
増の総額３９億円を計上（平成１４年度予算）

○保安検査要員の資質の維持・向上を図るため、特別研修を実施

○小型のナイフなど人を殺傷するに足るべき物件の航空機内への 持ち
込み禁止を法令上措置（従来は、通達により措置）

■ハイジャック等防止対策に係る現行制度の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国の経費負担）

国内線及び国際線

　ハイジャック検査、受託手荷物検査

　　・検査機器　　　　５０％補助

　　・検査業務費　　　５０％負担

■■ハイジャック等防止対策に係る現行制度の概要ハイジャック等防止対策に係る現行制度の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国の経費負担）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国の経費負担）

国内線及び国際線国内線及び国際線

　ハイジャック検査、受託手荷物検査　ハイジャック検査、受託手荷物検査

　　・検査機器　　　　５０％補助　　・検査機器　　　　５０％補助

　　・検査業務費　　　５０％負担　　・検査業務費　　　５０％負担



参考資料　４－９

ハイジャック・テロ対策予算の推移ハイジャック・テロ対策予算の推移

４８年度 ５０年度 ５５年度 ６０年度 元年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

予　算　額 369,054 480,261 858,888 1,174,767 1,415,306 2,385,545 2,507,223 2,536,812 2,605,018 2,680,271 2,725,540 3,158,972 3,155,342 3,553,083 3,884,875

千円

（単位：千円）
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予　算　額

百万円

① ② ③ ④ ⑤ ⑥



参考資料　４－１０

空港の整備、管理における環境への配慮空港の整備、管理における環境への配慮



取扱旅客数の多い空港（上位取扱旅客数の多い空港（上位1010空港）空港）

1000万人を超える旅客を扱っているのは大都市圏拠点空港を除けば、
福岡、新千歳、那覇、名古屋のみ

●新千歳新千歳福岡福岡

●那覇那覇 ●
羽田羽田

●成田成田
●名古屋名古屋

伊丹伊丹●
関西関西●

参考資料　５－１
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●新千歳新千歳
●福岡福岡

●那覇那覇 ●
羽田羽田

●成田成田
●名古屋名古屋

●中部中部

伊丹伊丹●
関西関西●

離着陸回数の多い空港（上位離着陸回数の多い空港（上位1010空港空港))

参考資料　５－２

●新千歳新千歳
●福岡福岡

●那覇那覇 ●
羽田羽田

●成田成田
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黒数字はH12離着陸回数

1010万回を超える離着陸回数があるのは大都市圏拠点空港を除けば、万回を超える離着陸回数があるのは大都市圏拠点空港を除けば、
福岡、名古屋、那覇、新千歳のみ福岡、名古屋、那覇、新千歳のみ



●新千歳新千歳
●福岡福岡

●那覇那覇 ●
羽田羽田

●成田成田
●名古屋名古屋

●中部中部
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航空路線数の多い空港（上位航空路線数の多い空港（上位1010空港空港))
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最も国内航空路線が集中する羽田に次いで、新千歳、那覇、福岡に国内航空路線が集中最も国内航空路線が集中する羽田に次いで、新千歳、那覇、福岡に国内航空路線が集中

（国内＋国際の路線数上位（国内＋国際の路線数上位1010について、国内路線数順で並べたもの）について、国内路線数順で並べたもの）
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世界の各空港と我が国の拠点空港取扱旅客数世界の各空港と我が国の拠点空港取扱旅客数
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新千歳空港の施設現況新千歳空港の施設現況　　

千歳飛行場（防衛庁管理）に隣接し、3000m×2本の滑走路を持つ民航専用の空港と
して整備、昭和６３年供用開始
今後の需要の増大に応じ第二旅客ターミナル等を整備構想
鉄道がターミナルビル地下へ乗り入れ、札幌駅まで約40分（快速）

参考資料　５－５

自衛隊基地（千歳飛行場）

3000m×2

国内旅客ターミナル

国際旅客ターミナル

ＪＲ北海道
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新千歳空港の運用実績新千歳空港の運用実績　　

国内線は３６路線、一日当たり２５６便、国際線は５方面、週当たり４２便運航
最大路線は東京路線で９００万人/年（国内旅客数の５０％以上、日当たり約９０便）
一便当たりの平均旅客数は約１８０人
離着陸の殆どが定期便の発着によるもの

便数等は平成１３年６月実績、６１、６２年の年間値は千歳飛行場のもの

参考資料　５－６

年間旅客数



新千歳空港新千歳空港



福岡空港施設現況　福岡空港施設現況　　　

参考資料　５－７

2800m×1

国内旅客ターミナル

国際旅客ターミナル
市営地下鉄

自衛隊管理区域等

東側旅客ターミナルの狭隘化に伴い、国際旅客ターミナルを西側に移転
国内旅客ターミナルが東側、国際旅客ターミナルが西側にそれぞれ配置されている
都心に近接し利便性が極めて高い一方、周辺は市街化、空港の拡張は困難な状況
地下鉄が国内旅客ターミナル地下へ乗り入れ、博多駅まで約5分ときわめて便利



福岡空港の運用実績福岡空港の運用実績　　
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国内線は３５路線、一日当たり３２４便、国際線は１８方面、週当たり２３４便運航
最大路線は東京路線で８００万人/年（国内旅客数の５０％程度、日当たり約８０便）
一便当たりの平均旅客数は約１５０人
近年の定期便の離着陸回数の増加は著しい、定期外の離着陸回数はほぼ一定

便数等は平成１３年６月実績

参考資料　５－８
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那覇空港の施設現況那覇空港の施設現況　　

参考資料　５－９

自衛隊基地

3000m×1
国内旅客ターミナル

国際旅客ターミナル

都市モノレール

旅客ターミナルは陸側北端に位置、一部の施設が海側に設置されている
陸側の大半は自衛隊の施設が展開
モノレールが平成15年度供用開始予定、空港～首里間を約30分で連絡



那覇空港の運用実績那覇空港の運用実績　　
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国内線は２９路線、一日当たり２１８便、国際線は４方面、週当たり５４便運航
最大路線は東京路線で３７５万人/年（国内旅客数の約３５％、一日当たり２０便）
一便当たりの平均旅客数は約１４０人
自衛隊等の発着は民航の空港で最も多い、自衛隊を含む定期外の発着は、ほぼ一定回数
で推移

便数等は平成１３年６月実績

参考資料　５－１０
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参考資料５－１１

主要地域拠点空港における国内旅客数の実績と見通し主要地域拠点空港における国内旅客数の実績と見通し
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主要地域拠点空港の今後の課題主要地域拠点空港の今後の課題　　　　　　

●●空港能力の見極め空港能力の見極め

　　 将来的に取扱実績と能力の逼迫していくと考えられる空港について、利用者の
利便性や空港の運用効率等を考慮しつつ空港の能力を見極める

●●需要見通しと空港能力限界の関係把握需要見通しと空港能力限界の関係把握

詳細な将来の需要予測を行い、空港能力の限界との関係を明確にする

●●空港能力向上のための施策空港能力向上のための施策

□ILSの増設や誘導路の改良あるいは旅客ターミナルビルの増強など既存施設
の拡充による能力向上を検討

□近隣空港との連携等による対応策について検討

□抜本的な空港能力の向上策について検討

参考資料　５－１２



●今後の地方空港の新設は、離島を除き抑制

●国際拠点空港等大都市圏拠点空港の重点的整備

●ソフト、ストック、質の重視

●公共事業の早い段階からの住民参加

●政策評価の導入による客観性と透明性の確保

●新規採択の抑制・厳選、事業中箇所への集中投資による早期供用化

国土交通省における公共事業改革への取組（抜粋）国土交通省における公共事業改革への取組（抜粋）

（平成（平成1313年年66月月2121日）日）

参考資料　６



参考資料　７

離島人口と空港の有無・アクセス離島人口と空港の有無・アクセス

地域 島　名 人口
(人）

空港
有無 アクセス

面積
(k㎡)

備　　　　　考

中 之 島
諏 訪 之 瀬 島
口 之 島
悪 石 島
横 当 島
平 島
小 宝 島

690
△

34.47
27.66
13.33
7.49
2.76
2.08

1

十島村
諏訪之瀬島：非公共飛行場

口 永 良 部 島 160 × ③ 35.8 屋久島-口永良部島間フェリー１00分
久 米 島 9,527 ○ 58.9
伊 良 部 島
下 地 島

7278 ○ 29.05
9.54

下地島：下地島空港

伊 江 島 5,365 ○ 22.7

伊 是 名 島 1,978 △ 14.1
運天港(那覇）から船75分（1日1往復）
伊是名-那覇空港40分伊江島経由（場外
離着陸場）

西 表 島 1,860 × ② 289.3 石垣間フェリ－40分
与 那 国 島 1,752 ○ 28.8

伊 平 屋 島 1,567 × ② 20.6
運天港（那覇）から船105分（1日1往復）
伊平屋島-伊是名島間3.8km

南 大 東 島 1,412 ○ 30.6
多 良 間 島 1,411 ○ 19.7
座 間 味 島
阿 嘉 島
慶 留 間 島
外 地 島 1,036 ○

6.66
3.82

-
1.15

慶良間諸島　　　外地島：慶良間空港
人口：座間味島・阿嘉・慶留間・外地島
1036人
座間味島-阿嘉島間フェリー1５分　座間味
-那覇間(阿嘉島経由）120分
渡嘉敷島-座間味・阿嘉島間15分(旅館等
による不定期船)
阿嘉島・慶留間・外地島間は橋で接続

粟 国 島 856 ○ 7.6
渡 嘉 敷 島 693 × ① 15.3 慶良間諸島　　　　　那覇間フェリー35分
波 照 間 島 569 ○ 12.8
北 大 東 島 536 ○ 11.9
黒 島 207 × ② 10.0 石垣間フェリ－30分

空港の有無等　　○：公共用飛行場　　△：非公共用飛行場　　×：空港なし

②：空港のある島までフェリーで60分未満
③：空港のある島までフェリーで60分以上
④：近辺に空港がなく、本土まで60分以上              出典：2000年度住民基本台帳等による

①：本土までフェリーで60分未満

[鹿児島]

[那覇]

地域 島　名 人口
(人）

空港
有無

アクセス 面積
(k㎡)

備　　　　　考

利 尻 島 7,704 ○ 182.1 利尻島? 礼文島間　約40分
奥 尻 島 4,036 ○ 142.7  
礼 文 島 3,744 ○ 81.0 利尻島? 礼文島間　約40分
大 島 9,470 ○ 91.1
八 丈 島 9,340 ○ 69.5
三 宅 島 3,775 ○ 55.4
新 島 3,158 ○ 23.2
父 島
硫 黄 島
母 島

2,409 × ④
23.8

23.16
20.21

小笠原村（人口は他島含む）：村総面積
104.4k㎡

神 津 島 2,247 ○ 18.5
御 蔵 島 267 △ 20.6

中 ノ 島 3,953 × ② 32.3
隠岐諸島　　島後間30分　　本土間(島後
経由）7０分

西 ノ 島 2,709 × ① 55.8 隠岐諸島　　島後間フェリー30分　　本土
（加賀・七瀬）間60分

知 夫 里 島 751 × ① 13.0
隠岐諸島
島後間フェリー50分（1ヵ所経由の場合）
本土間（加賀・七瀬）フェリー60分

奈 留 島 4,217 × ② 23.7 奈留-福江間フェリー：30～45分710円
宇 久 島 4,070 × ② 24.9 小値賀島間15? 25分、1日4便
小 値 賀 島 3,858 ○ 12.2
鷹 島 2,907 × ① 16.1 本土間フェリー10分～
的 山 大 島 1,800 × ① 15.2 平戸桟橋間フェリー35分
久 賀 島 715 × ② 37.4 福江間フェリー20分
喜 界 島 9,187 ○ 56.9
与 論 島 6,187 ○ 20.5
上 甑 島 3,534 × ① 44.1 本土間フェリー55分
下 甑 島 2,845 × ③ 66.1 本土間フェリー75分
黒 島
硫 黄 島
( 鬼 界 ヶ 島 )
竹 島

453 △
15.37
11.65

4.2

三島村
硫黄島：非公共飛行場

[北海道]

[東京]

[島根]

[長崎]

[鹿児島]

人口10000人未満の離島を対象として作成
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参考資料　８

整備計画 事業着手年度※ 整備目的 主要都市からの距離
1 能 登 2,000（新設） 平成10年度 新設 輪島市の南南東１８km

2 静 岡 2,500（新設） 平成6年度 新設 静岡市の南西２９km

3 神 戸 2,500（新設） 平成7年度 新設 神戸市の南６km

4 百 里 2,７00（新設） 平成12年度 新設 水戸市の南２０km

5 高 知 2,000→2,500 平成6年度 大型化 高知市の東南東１４km

6 新 北 九 州 1,600→2,500 平成5年度 大型化 新空港：北九州市南東１５km

7 美 保 2,000→2,500 平成13年度 大型化 米子市の北西12km

8 徳 島 2,000→2,500 平成9年度 大型化 徳島市の北北東８km

9 奥 尻 800→1,500 平成11年度 機材更新 新空港：奥尻町の南南西12.8km

10 大 島 1,200→1,800 平成9年度 ジェット化 大島町の北４km

11 八 丈 島 1,800→2,000 平成12年度 安定運航 八丈島町の北北西０．７km

12 隠 岐 1,500→2,000 平成8年度 機材更新 西郷町の北４km

13 新 種 子 島 1,500→2,000 平成2年度 機材更新 新空港：西之表市の南１５km

14 新 多 良 間 800→1,500 平成11年度 機材更新 新空港：多良間村の南３km

15 与 那 国 1,500→2,000 平成13年度 安定運航 与那国町の西３km

16 青 森 （全体計画3,000） 平成12年度 安定運航 青森市の南１０km

17 花 巻 2,000→2,500 平成10年度 安定運航 花巻市の北６km

※着手年度は予算計上年度

空港名

滑走路新設・延長事業中の空港滑走路新設・延長事業中の空港



空港整備事業費における国の負担率及び補助率等一覧表空港整備事業費における国の負担率及び補助率等一覧表

空港の機能、役割に応じて空港を類型化し、整備、管理についての役割を明確化空港の機能、役割に応じて空港を類型化し、整備、管理についての役割を明確化

参考資料　９



参考資料１０

空港整備計画案（概略）

新規事業採択

空港整備基本計画案

適宜地元調整

適宜地元調整

空港整備五(七)箇年計画
・一般空港の整備方針（航空審議会答申等）

新規採択時評価

・PI等を経ず国と地方公
  共団体の協議で決定

・説明責任の遂行、透
  明性の確保が不充分

・硬直性を招く恐れが
    ある

PIがルール化
されていない

・個別の滑走路新設・延長事業を選定（運輸省資料）

補助金交付
地方公共団体管理空港の場合

取りやめるもの

新規採択時評価

新規事業採択

空港行政・技術面
での評価

●長期計画、整備指
針等との整合

●安全面・技術面で
の検証　　等

（航空局に検討委員会
を設置して評価）

 PI

　●住民意見

　（ＨＰ,説明会等を実
  情等に応じ実施）

　●学識経験者意見

空港整備基本計画案
 ●事業の必要性
 ●空港施設計画
 ●環境影響見通し
 ●概算事業費
 ●費用対効果分析　等

注）｢構想段階｣及び｢計画段

      階｣における検討及びPI
      手続きは関係地方公共団

      体と連携して行う。

     （国管理空港の場合）

長期計画

一般空港の整備方針
（交通政策審議会答申等）

一般空港の滑走路新設・
延長事業の整備指針を明示

空港整備構想
（滑走路新設の場合のみ）

 ●事業の必要性
 ●候補地選定
 ●主要空港施設と規模
 ●アクセス
 ●環境影響見通し
 ●概算事業費
 ●費用対効果分析　等

新たなもの

補助金交付
地方公共団体管理空港の場合

一般空港の滑走路新設・延長事業の新規採択までの流れ一般空港の滑走路新設・延長事業の新規採択までの流れ

　　　　現　行現　行　　 　　 　　 　　　　　　　　　　一つのイメージ一つのイメージ　　



参考資料　１１－１



参考資料　１１－２

運輸省資料１については省略



参考資料　１１－３



参考資料　１１－４運輸省資料１については省略
運輸省資料2

第７次



参考資料　１２

需要予測の精度の一層の向上及び透明性の確保需要予測の精度の一層の向上及び透明性の確保

・空港の需要予測の方法について、留意すべき事項を取りまとめ、事業主体に
示すこと

・空港勢力圏が相当程度重複すると考えられる複数の空港が整備される場合
においては、地域内の他空港及び地域全体の需要見込みを明らかにすること
とし、この点についても事業主体に示すこと

・国土交通省が実施する需要予測について、使用した予測手法、基礎データ等
のうち部外からの予測方法の検証に必要なものの記録を整備・保存し、これを
公開する。また、地方公共団体に対し、同様の措置を講ずるよう要請すること

1　行政監察の勧告要旨

→「国内航空需要予測の一層の精度向上」に関する事項を定め、今後これに　
　　基づき需要予測を実施するよう、関係地方自治体等へ周知

→ 情報公開法等を踏まえ、予測方法の検証に必要な記録を整備・保存し、こ
　　れを公開

2　精度向上等に関する対応



航空事業者等

１１／１３ 航空機燃料税
26,000円／ｋｌ

２／１３

航空機燃料譲与税

一般財源 　　航空機燃料税
　544 　　920 　　　　　　　１／５ 　　　　　　　４／５

　　520 　427     2 ,166

空港関係 空港関係
都道府県 市町村

空港整備事業
2,571

　　　その他 一般空港等 大都市圏拠点空港
　　　2,006 663 1,908
　　　環境対策事業・ 羽田・成田・関空・中部・
　　　航空路整備事業等 首都圏第３（羽田再拡張ほか）

平成１４年度予算額　４，５７７億円

着陸料等
航行援助施設利用料

空　港　整　備　特　別　会　計

単位：億円

借  入  金 その他 空　港　使　用　料 一  般  会  計

空港整備特別会計の仕組み（平成空港整備特別会計の仕組み（平成1414年度予算額）年度予算額）

参考資料　１３－１



空港整備特別会計の歳入・歳出規模（平成空港整備特別会計の歳入・歳出規模（平成1414年度予算額）年度予算額）

（　歳　　　入　） （　歳　　出　）

単位：億円（％）

羽田沖展
1,288(28.1)

新東京
102(2.2)

首都圏第３
13(0.3)関西

327(7.1)

中部
178(3.9)

一般空港等
663(14.5)

環境対策
180(3.9)

航空路
222(4.9)

離島航空助成
21(0.5)

維持運営費等
1,583(34.6)

大都市圏
　拠点空港
　　　  1,908
           (41.6)歳出合計

4,577億円

純粋一般財源
544(11.9)

航空機燃料税相当額
920(20.1)

着陸料等収入
884(19.3)

航行援助施設利用料
1,282(28.0)

雑収入等
427(9.3)

借入金
520(11.4)

一般会計
　からの受入
　　　 1,464
           (32.0)

空整特会自己財源
2,593(56.6)

歳入合計

4,577億円

参考資料　１３－２



空港整備特別会計の空港整備特別会計の1414年度予算及び年度予算及び1313年度補正予算の全体像年度補正予算の全体像

注１　１３年度実績は、約２，０４０億円と見込ま
れる（テロの影響等による大幅な減少）。

注２　滑走路の新設・延長事業は継続事業の
みで約２５０億円にとどまっており、大部分は更
新（約４００億円）及び離島路線維持補助（約５
０億円）である。

注３　空港維持運営費（約１，６００億円）につい
ては、空港整備特別会計人件費が約４５％を
占めており､また、残りの物件費については、空
港関係諸施設の維持を行うことによって空港の
機能、安全性を確保するための経費である。
　また、航空路整備費（約２００億円）について
は、次世代航空保安システムへの移行経費が
主体であって、これは、空港 維持運営費とあい
まって、航空の安全確保に不可欠な費用であ
る。

参考資料　１３－３

環境対策費　　　２００

歳　　　　入 歳　　　　出

空港使用料収入
（注１）

２，２００

一般会計受入

１，５００

長期借入金　　５００

雑収入等　　　４００

一般空港整備費等（注２）

７００

空港維持運営費・
航空路整備費等

（注３）

１，８００

長期借入金償還・利払

１，０００

（単位　億円）

13年度補正予算　４００

中部空港　　　４００

計　１，３００　　
　　うち
　　　羽田　３００
　　　成田　１００
　　　関空　３５０
　　　中部　１５０
　　　　　　（５５０）

大都市圏拠点空港整備費

９００

計　　４，６００
＋

１３年度補正予算　４００
計　　５，０００

環境対策費　　　２００

歳　　　　入 歳　　　　出

空港使用料収入
（注１）

２，２００

一般会計受入

１，５００

長期借入金　　５００

雑収入等　　　４００

一般空港整備費等（注２）

７００

空港維持運営費・
航空路整備費等

（注３）

１，８００

長期借入金償還・利払

１，０００

（単位　億円）

13年度補正予算　４００

中部空港　　　４００

計　１，３００　　
　　うち
　　　羽田　３００
　　　成田　１００
　　　関空　３５０
　　　中部　１５０
　　　　　　（５５０）

大都市圏拠点空港整備費

９００

計　　４，６００
＋

１３年度補正予算　４００
計　　５，０００
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1100
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61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34

元本償還

利息

借入金

（億円）

2,200

（参考）１４年度末借入残高見込額　９，７３１億円

520

1063

空港整備特別会計の借入金（財政融資資金）に係る元利償還について空港整備特別会計の借入金（財政融資資金）に係る元利償還について
（平成１（平成１44年度予算額）年度予算額）


